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H24.5.16 「燃料サーチャージ緊急ガイドライン」の改訂
・「燃料サーチャージ緊急ガイドライン」に具体的なサーチャージの設
定事例等を追記して発出

H24.5.16 「燃料サーチャージ緊急ガイドライン」並びに「下請・荷主適正取引
推進ガイ ドライン」 及び適正取引相談窓口の再周知

H24.5.～ 6 燃料サーチャージの導入等について、国土交通省から中央・地方
経済団体に協力要請

H24.6以降 各都道府県での説明会の開催及び地方運輸局・支局等へ設置さ
れている適正取引相談窓口による助言
・国土交通省及び全日本トラック協会等と共催の下、各都道府県毎
でのトラック事業者向け「燃料サーチャージ導入促進セミナー」 を実
施

最近の国土交通省の取組み及び経緯

H25.4. 公正取引委員会とも協議の上、国土交通省から全日本トラック協会
へ 「トラック運送業における燃料サーチャージの導入の促進に向け

軽油価格高騰に関する国土交通省の取組み及び経緯

へ 「トラック運送業における燃料サーチャージの導入の促進に向け
ての取組について」発出

・トラック事業者と荷主との間における協議の場の設定などを含め、ト

ラック協会として有用な取組を喚起

H25.5～７ 燃料サーチャージ制の導入及び適正取引の推進への協力要請を
実施

・国土交通省及び経済産業省から（一社）日本経済団体連合会（平
成２５年５月２８日）及び日本商工会議所（平成２５年５月２９日）に対
する要請を実施
・地方運輸局及び経済産業局から地方経済団体等に対する要請を
順次実施（７月までに７３団体実施済み）

H25.8 ～ 荷主に向けてのリーフレット等による啓発の展開

H25.10～ 各都道府県での説明会の開催 （H26.3までにすべての都道府県で

実施予定）
・国土交通省及び全日本トラック協会等と共催の下、各都道府県毎
でのトラック事業者と荷主を対象とした「トラック事業者と荷主との
パートナーシップ構築セミナー」を順次実施中
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荷主の皆様へ

トラック輸送におけるトラック輸送における

燃料サーチャージ導入検討のお願い燃料サーチャージ導入検討のお願い

トラック輸送における

燃料サーチャージ導入検討のお願い

1 原油価格の上昇や円安の影響により、 軽油価格が長期間高騰し、
必死の経営努力にもかかわらずトラック運送事業者の経営を極めて　
厳しくしています。

2 荷主においても安定した輸送サービスを確保するため、 早急に燃料
サーチャージ導入について検討を進めることが重要となっています。

運送事業者

荷主

「燃料サーチャージ」 とは、 燃料価格の上昇 ・ 下落によるコストの増減分を別建ての
運賃として設定する制度です。

事業者

荷主

分かりました。
しっかり検討しましょう。

これ以上のコスト削減はさすが
にもう限界ですよ。何とか燃料
の高騰分を負担していただけま
せんか？

のしかかる

重い負担

60
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130

ドバイ原油価格（ドル /バレル）

ローリー軽油価格（円 /㍑）

H25.3H24H23H22H21.3

軽油価格
( 円 )

ドバイ原油価格
( ドル )

72.85

111.10

資料：全日本トラック協会

 4 年 前 と 比 較 す る と、
トラック運送業界全体で年間
6,400 億円のコスト増に！！ 
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トラック運送業界全体で年間
6,400 億円のコスト増に！！

もう走れないよ～！
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届出

事業者数

管内

事業者数

割合

（事業者数）

届出事業者

保有車両数

管内事業者

保有車両数

割合
（車両数）

北海道 483 474 3,768 13% 25,643 70,456 36%

東北 683 672 4,740 14% 41,582 74,922 56%

関東 779 763 20,022 4% 129,069 336,772 38%

北陸信越 365 356 3,041 12% 24,926 55,006 45%

中部 750 709 7,187 10% 61,366 158,343 39%

近畿 774 769 9,902 8% 66,417 166,297 40%

中国 168 159 4,392 4% 24,606 67,240 37%

平成２５年１２月３１日現在

運輸局 届出件数
事業者数 車両数

燃料サーチャージ運賃届出状況

168 159 4,392 4% 24,606 67,240 37%

四国 488 482 2,397 20% 17,659 33,583 53%

九州 478 461 6,545 7% 33,324 103,675 32%

沖縄 5 3 916 0% 327 6,896 5%

合計 5,002 4,877 62,910 8% 424,919 1,073,190 40%
※１・・・「トラック運送業における燃料サーチャージ緊急ガイドライン」（平成２０年３月１４日）発出前の届出２９件を含む

※２・・・平成２４年度末現在、軽貨物を除く

※2※2※1 ※1
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燃料価格高騰分の転嫁に関する実態調査

転嫁対策の進展を図るため、現状の実態を適切に分析するとともに、
継続的調査などにより、対応を加速する必要がある。

国土交通省、全日本トラック協会、経済界が連携して、荷主やトラック
事業者と広範に取引を行う物流子会社、元請事業者に対する調査を実
施する。

質 問 事 項 ポイント

①「サーチャージ制」の周知度や習熟度を
明らかにする。

① 習熟度合

④下請への意向
④元請等は、下請事業者の申し入れ等に
対して、対応の考えをどのようにもっている
かを明らかにする。

②運送契約を有する荷主等との間で、サー
チャージの適用や運賃転嫁の実施感を具
体的に明らかにする。

② 転嫁進捗度合

③運送契約を有する荷主等との間で、サー
チャージ導入や運賃転嫁が進展あるいは
遅れている業種、荷主属性があるか等を明
らかにする。

③ 荷主属性
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